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資料１
【決議事項】【第1号議案】2025年度決算承認の件

一般社団法人やまなしｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

単位:円

科　　目 金　額
流 動 資 産 【985,472】 71,000

現 金 ・ 預 金  985,472 71,000

   
   
  

【914,472】
  
  
  914,472
  914,472

資 産 合 計  985,472 985,472

一般純資産

貸借対照表

2026年 3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部
金　　額 科　　目

未払法人税等

負債合計

純 資 産 の 部

前期繰越一般純資産
当期収益費用差額

純  資  産  合  計
負債・純資産合計
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一般社団法人やまなしｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

単位:円

(経常損益の部)
経常収益
　県補助金 17,840,808
　山梨中央銀行負担金 1,000,000
財務収益
　受取利息 5,544

18,846,352
経常費用
　事業費用
　　外注費 3,289,000
　　会議費 24,072
　　広告宣伝費 1,081,080
　　負担金 132,000

　管理費用
　　役員報酬 3,837,169
　　役員賞与 971,780
　　法定福利費 1,749,616
　　旅費交通費 188,765
　　通信費 211,631
　　交際費 8,000
　　地代家賃 2,512,758
　　リース料 1,533,290
　　水道光熱費 322,866
　　燃料費 26,361
　　消耗品費 1,468,277
　　租税公課 262,693
　　事務用品費 71,524
　　支払手数料 159,498
　　諸会費 10,500

17,860,880
985,472
985,472

71,000
914,472

税引前当期収益費用差額
経常利益

法人税等
当期収益費用差額

損益計算書

自　2025年4月　1日

至　2026年3月31日

科　　目 金　　額
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一般社団法人やまなしｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

単位:円
場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）
現金預金 普通預金 山梨中央銀行柳町支店 事業等運転資金 985,472

財　産　目　録
2026年3月31日現在

貸借対照表科目
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資料２ 

第２号議案 理事選任の件 

 

1 提案理由 

理事 齊藤 由美 氏から、2026 年 4 月 1 日付けの人事異動に伴い、本社員総会終結の時を

もって理事を辞任したい旨の届出がありました。 

これに伴い、その後任として羽田 勝也 氏を理事として選任したく、定款第 11 条 1 項 2

号の規定に基づき、社員総会の承認を求めるものです。 

 

2 理事候補者 

氏名 羽田 勝也 （新任） 

住所 甲府市上今井町 1320 番地 14 

  

3 任期 

本議案により選任される理事の任期は、定款第 22 条 3 項の規定に基づき、前任者の残任

期間とし、2027 年開催予定の定時社員総会終結の時までとする。 

  

以上  
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資料３ 

【報告事項】１ 2025 年度事業実績報告 
 

1 期間 

2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日 

2 事業全体概要 

2025 年度は法人設立初年度として、当センターの事業運営方針の明確化並びに地域

課題解決に向けた課題の把握及びビジネス手法を用いた課題解決に向けたコミュニティ

の形成を中心に事業を実施した。 

具体的には、事業運営方針の整理に向け、官民連携に取組む先進企業への視察や地域

課題の把握とその解決に向け、山梨県及び県内基礎自治体、山梨中央銀行、経済団体を

訪問・ヒアリングする中で地域課題の整理・可視化、共創コミュニティの形成、情報発

信等に取り組んだ。 

 

3 2025 年度の主な取組・成果 

（１）官民連携促進事業 

① 先進団体の取り組みの把握 

実施日 内容 

2025 年 

5 月 12 日 

特定非営利活動法人金融 IT 協会 

・コミュニティ運営方法について 

5 月 13 日 （株）NTT DX パートナー 

・取組事例について 

5 月 26 日 一般社団法人 Urban Innovation JAPAN 

・プロジェクト組成方法について 

5 月 27 日 プラスソーシャルインベストメント（株） 

・伴走支援方法（資金面）について 

6 月 3 日 ミライドア株式会社 

・伴走支援方法（資金面）について 

6 月 3 日 NPO 法人 ETIC 

・コミュニティ運営・プロジェクト組成方法について 

6 月 3 日 一般財団法人 社会変革推進財団（SIIF） 

・社会インパクト評価手法について 

7



実施日 内容 

6 月 4 日 焼津 PORTERS 

・コミュニティ運営・プロジェクト組成方法について 

6 月 10 日 山梨県社会福祉協議会 

・休眠預金を活用した資金面の伴走支援について 

6 月 13 日 Core 塩尻・スナバ視察 

・官民連携事業の視察 

7 月 3 日 

～7 月 4 日 

自治体 WEEK 

・地域課題解決に向けたソリューション情報の収集 

7 月 16 日 UNERI との打合せ 

・官民連携事例について 

7 月 22 日 アルファドライブ打合せ 

・官民連携事例について 

8 月 19 日 Relic 打合せ 

・官民連携事例について 

8 月 29 日 トーマツ打合せ 

・伴走支援方法（資金面）の事務スキームの確立について 

9 月 2 日 風とつばさとの打合せ 

・社会インパクト評価手法について 

9 月 16 日 ETIC との打ち合わせ 

・事業運営に係る意見交換 
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② 当センターの事業運営方針の整理 

当センターの事業運営方針は、「地域課題発掘 → 課題解決策設計 → 社会実装」

という一連の価値創造プロセスを支える仕組みをつくり、地域課題の“発掘から実

装”までを、“共創” で前進させることと整理した。 

 

 事業の柱 

 

 

 取組み内容と効果 
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（２）地域課題の把握とコミュニティの形成に向けた動き 

① 地域課題の把握・意見交換 

実施日 内容 

5 月 13 日 （株）山梨中央銀行への課題ヒアリング 

5 月 21 日 

～5 月 23 日 

山梨県庁各部局への課題ヒアリング 

5 月 29 日 山梨総合研究所への課題ヒアリング 

6 月 24 日 甲府商工会議所・吉田商工会議所への課題ヒアリング 

6 月 25 日 山梨県中小企業団体中央会への課題ヒアリング 

7 月 2 日 山梨県商工会連合会への課題ヒアリング 

7 月 16 日 （株）山梨中央銀行との課題に対する意見交換 

7 月 23 日 （株）山梨中央銀行との課題に対する意見交換 

9 月 8 日 

～11 月 28 日 

27 市町村⾧との意見交換 

 

 

② 地域課題への取り組みとコミュニティ形成に向けた動き 

【取組み実績】 

項目 実績 

課題の発掘 41 件 

選定した課題 9 件（うち 2 件は他の課題と合わせて取り組むため実質 7 件） 

コミュニティ形成 2 件（既存コミュニティの延⾧線） 

対象課題 ケアラー支援に向けた施策の充実 

中小企業の DX 推進の遅れと人材・資源不足 

プロジェクト組成 実績なし（0 件） 

    

【選定した課題】 

No 課題 

1 公共建築物の⾧寿命化 

2 ケアラー支援に向けた施策の充実 

3 中小企業の DX 推進の遅れと人材・資源不足 

4、5 
空き家を観光・移住・交流に活かす仕組みづくり 

空き店舗問題 
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No 課題 

6、7 
林業の担い手不足、労災・低賃金問題 

木材利用促進と県産材需要拡大 

8 地場産品の販路開拓・PR 効果の限定性 

9 健康寿命の延伸 

 

【課題の取組み状況】 

No 課題 進捗状況 

1 
公共建築物の

⾧寿命化 

 効率的な維持管理による⾧寿命化の対策を検討 

 建物や設備の保全計画を自動生成し管理などを効率化す

るサービスを展開する BIPROGY（株）にアプローチ 

 当センター・山梨県資産高度利用推進課・BIPROGY

（株）による意見交換を実施したが、最終的にはコミュ

ニティ形成には発展せず 

 今後は、取り組みに積極的な市町村に対しアプローチす

る方針 

2 

ケアラー支援

に向けた施策

の充実 

 山梨県働く人・働き方支援課と県事業である「ケアラー

支援パッケージ」について意見交換を実施 

 ウェルフェア（YCC グループ）・山梨中央銀行・グッド

ウェイ・メディトリーナが取り組むビジネスケアラー事

業について取り組み状況の意見交換を実施 

 2026 年 2 月に当該事業が、山梨県働く人・働き方支援

課の施策である「ケアラー支援パッケージ」へのメニュ

ー化を目指し協議が開始、官民連携の形が整ったことか

ら当センターの取組課題から除外。なお、情報収集は継

続的に行い、必要に応じ当センターも伴走支援していく 

3 

中小企業の

DX 推進の遅

れと人材・資

源不足 

 山梨県 DX 課と中小企業の DX 推進の現状と課題につい

て意見交換を実施 

 山梨 DX 推進支援コミュニティとワーキンググループを

組成し、同コミュニティの 2026 年度の取り組み方針の

策定に向け、当センターの進行により計 5 回に渡るワー

クショップを実施 

 自社のおかれている現状を客観的に自覚するための問診

票やワークを実施する方針に固まった 

 その後も当センターはオブザーバとして活動に参画 
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No 課題 進捗状況 

4 

空き家を観

光・移住・交

流に活かす仕

組みづくり 

 山梨県住宅対策室と空き家利活用における現状と課題に

ついて意見交換を実施 

 甲州市でコワーキングスペースを運営する（株）ジブラ

ボと塩山駅周辺の空き家・空き店舗の状況をリサーチ 

 埼玉りそな銀行が行っている空き家対策の取り組みにつ

いて 11 月下旬にヒアリングを実施 

 埼玉りそな銀行の手法について、山梨中央銀行と情報共

有を行い、継続的な情報交換を依頼 

5 空き店舗問題 

6 

林業の担い手

不足、労災・

低賃金問題 

 山梨県林業振興課と林業における現状と課題について意

見交換を実施 

 北杜市にて林業を営む(有)天女山と面談。現場における

林業の現状と課題についてヒアリング 

 まずは本県における構造的な課題を整理 

 建築事業者である(株)素朴屋と面談。補助金に頼らない

自立的なビジネスモデルの必要性について意見交換を実

施 

7 

木材利用促進

と県産材需要

拡大 

8 

地場産業の販

路開拓・PR

効果の限定性 

 山梨県産業振興課と地場産品のインバウンドへの販路開

拓における現状と課題について意見交換を実施 

 ワイン・日本酒・ジュエリー・織物に分け、検討 

 ワイン酒造組合、山梨県酒造組合、山梨県ジュエリー協

会に県内事業者の現状をヒアリング 

9 
健康寿命の延

伸 

 山梨大学医学部大岡准教授が推進するプロジェクト※

は、文部科学省及び国立研究開発法人科学技術振興機構

が主体となる支援プログラムの中で取り組むものである

ため、当センターが積極的に動くことが困難。そのため

取り組み課題からは除外。なお、継続的に情報収集は行

い、今後、必要に応じ当センターも参画していく 

 

 ※「オミックス・IoT・AI で健康と経済を最適化する山

梨ヘルスケア未来都市共創拠点」プロジェクト 
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【検証】 

2025 年度は、選定した 7 件の課題それぞれにコミュニティを形成し、その中から少

なくとも 1 件のプロジェクトを組成することを目標とした。結果として、コミュニティ

形成は 2 件にとどまり、プロジェクト組成には至らなかったが、本取り組みを通じて、

プロジェクト組成に至るための重要な示唆が得られた。特に、コミュニティの形成が想

定どおり進まなかった要因を分析した結果、 

 課題の関係者へ直接的なアプローチが十分にできていなかったこと。 

 現場の切実なニーズやボトルネックを把握しきれていなかったこと。 

 その結果、どの関係者を結びつけることが解決につながるのかを特定できなかった

こと。 

が、プロジェクト組成の母集団となるコミュニティの形成に至らなかった主な要因であ

ると整理した。 

2025 年度は、課題の発掘と関係構築の基盤形成を進めるとともに、「実装に至るため

に必要なプロセスの解像度」が明確になった年度と捉え、2026 年度は課題の関係者へ

の直接的アプローチを抜本的に強化し、課題の構造化を起点としたプロジェクト組成機

能の強化を図っていく。 

 

（３）調査・研究事業 

実施日 内容 

2026 年 

1 月 30 日 

出資業務マニュアルの作成業務委託 

・指名競争入札により、山梨中銀経営コンサル㈱に出資業

務スキーム確立のための事務マニュアルの作成業務を委託 

（3 月 25 日納品） 

 

（４）情報発信事業 

実施日 内容 

7 月 11 日 note(SNS)による情報発信の開始 

10 月 1 日 当センターホームページ開設 
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資料４ 

【報告事項】２ 2026 年度事業計画及び予算 

 

１ 官民連携促進事業の推進 

2026 年度は、取り組むべき 14 件の重点テーマ※を定め、実証実験 6 件着手を目標に活

動する。その実現に向け、課題の深掘りから実証着手、社会実装への展開までを一体的に

支援するモデルを強力に進める。 

※14 件の重点テーマ 

No テーマ 備考 

1 公共建築物の⾧寿命化  

2 中小企業の DX 推進（遅れと人材・資源不足）  

3 空き家・空き店舗の利活用  

4 林業の担い手不足と県産材の需要拡大  

5 地域公共交通の衰退と交通弱者の増加  

6 荒廃農地の発生抑制  

7 高齢者（特に独居老人）の増加と地域の孤立  

8 若年層の流出と企業の慢性的な人材不足  

9 中山間地域における農業と生活環境保全の維持・向上  

10 地域単位のクラブ活動体制の構築  

11 

地場産品の販路開拓・PR 効果の向上 

ワイン 

12 ジュエリー 

13 織物 

14 日本酒 
 

（１） アプローチの抜本的強化からのコミュニティ形成 

14 テーマに対し全体で 30～40 件規模のヒアリングを実施し、14 件のコミュニティ形

成、14 件のワーキング活動を通じてプロジェクト組成のための母集団を形成していく。 

項目 内容 

当事者・解決事業

者への直接ヒアリ

ングの実施 

山梨県関係部局による団体・協会等の紹介、並びに山梨中央

銀行との連携により民間事業者との接点構築を強化する。 

各テーマにつき最低 1 名の当事者及び 1 名の解決事業者との

接点を構築し、年間 28 件以上のヒアリングを実施する。 

（実際には複数関係者へのヒアリングを想定し、年間 30～40

件規模を目安とする。） 

14



 

項目 内容 

コミュニティ形成 

（14 件） 

課題の当事者、解決事業者、当センター職員を基本メンバー

とし、地域課題の解決に向けた議論の場の形成を支援する。 

ワーキング活動の

実施（14 件） 

当センターが進行役となり勉強会・ワークショップ等を行

い、「あるべき姿」「問題構造」「要因」「具体的アクション」

を整理し、プロジェクト組成に向け課題を具体化する。 

複数のワーキング活動が並行するため、ワークショップの進

行等、運営に必要な人的リソースについては外部委託を活用

し、確実な実行体制を整備する。 

 

（２） プロジェクト組成支援 

当事者アプローチにより形成されたコミュニティを、実証可能なプロジェクトへと具体

化する。 

項目 内容 

関係メンバーの役

割分担の明確化支

援 

参画メンバーの強み・リソースを整理し、不足要素について

は、外部企業からの調達などを可視化することで、実行体制

を構築する。 

課題解決に有効な

サービス・手法確

立にむけた情報提

供 

他県事例等の調査・分析を行い、実証設計に資する知見を関

係者へ提供することで、成功確率を高める。 

プロジェクト初期

段階の実証実験着

手（6 件） 

必要に応じ、初期段階における実証実験を後押しするため、1

プロジェクトあたり上限 500 千円の補助を実施する（総額

3,000 千円）。 

※実証段階での小規模資金支援により、意思決定の迅速化と

挑戦機会の創出を図る。 

 

（３） 多面的な伴走支援 

実証実験の成果創出及び次段階の展開に向け、継続的な伴走支援を実施する。 

項目 内容 

進捗管理・課題整

理支援 

定期的なフォローアップを通じ、実証過程で生じる課題を整

理し、次のアクションの明確化を支援する。 
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２ 調査・研究事業の推進 

 官民連携促進事業を持続的かつ高度に展開していくため、当センターにおける支援ノウ

ハウの体系化と再現性の確立を目的として、調査・研究を実施する。支援モデルの高度化

を図り、当センターの機能強化につなげる。 

項目 内容 

視察・先進事例研究 ■ 目的 

社会課題解決に向けた共創支援手法の習得 

■ 内容 

視察・先進事例研究 先進地域・組織を訪問し、以下の観点から運営ノウハウを

蓄積する。 

 課題抽出プロセス 

 当事者アプローチ手法 

 コミュニティ形成・ファシリテーション技術 

 実証設計から社会実装までのプロセス管理 

 中間支援組織の運営体制 

調査委託（インパク

ト評価設計） 

■ 目的 

地域課題解決に取り組むうえで、事業の目的や成果、社会

的価値を整理しながら持続可能な事業を構築できるような

考え方の手法について調査・研究する 

■ 内容 

外部専門家・コンサルタント等を活用し、評価手法に係る

知見・ノウハウを蓄積する。 

 課題の構造化 

 ロジックモデルの構築 

 アウトカム指標の設定 
 

３ 情報発信事業の推進 

 当センターの取組状況や成果を広く発信し、活動の透明性確保と社会的認知の向上を図

るとともに、新たな当事者・解決事業者の参画促進につなげることを目的として、情報発

信事業を実施する。 

項目 内容 

情報発信による可

視化 

ホームページにおいて各課題の進捗状況を掲載するとともに、

note 等を活用し、プロジェクトの詳細な活動内容や成果を発

信し、当センターの活動の認知向上を図る。 
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4 実施スケジュール 

2026 年 3 月末までに 6 件の実証実験を終える目標に向けたスケジュールは次のとおり。

（一部 2025 年度のものも掲載している。）実際には、複数の関係者が関与することから期間

については前後することがある。 

事業 アクション 具体的な活動 期間 

官
民
連
携
促
進 

課題の整理 

(2025 年度内)  

 既存課題の方向性及び取り扱わない課題を決める。 

 課題の優先順位を決める。 

 山梨県及び山梨中央銀行から事業者を紹介してもらう。 

2026/2 

 

事業者アプ 

ローチ 

 課題の当事者にアプローチする。（団体・協会⇒民間事業

者） 

2026/2 ～

2026/8 

コミュニテ 

ィ形成 

 課題解決に向けて、コミュニティを形成し、議論してい

る状態を作る。（課題当事者・解決主体・当センターは必

須メンバー） 

2026/3 ～

2026/6 

案件組成  課題解決に有効なサービス・手法が決まっている状態を

作る。（併せて事業計画の策定を促していく。） 
2026/7 

実証実験 

準備 

 サービス・手法を準備している状態を作る。（実証エリ

ア・規模の調整含む。） 
2026/8 

実証実験 

スタート 

 サービス・手法を実証している状態を作る。 

 実証サービスが計画通りか、改善すべき点があるかを伴

走支援しながら進める。 

 ミーティングを実施し、情報共有を図る。 

2026/9 ～

2027/2 

事業報告  実証実験の結果をまとめて提出してもらう。（3 月中旬ま

でに） 
2027/3 

調
査
・
研
究 

視察  先進地域・組織を訪問し、運営ノウハウを蓄積する。 通年 

事業者アプ 

ローチ 

 外部専門家・コンサルタントへ委託し、評価手法に係る

知見・ノウハウを蓄積する。 

2026/2 ～

2026/8 

情
報
発
信 

情報発信  ホームページ及び note 等を活用し、プロジェクトの詳細

な活動内容や成果を発信する。 通年 
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収支予算書
(単位:円)

予算額 前年度予算額 増減 備考
Ⅰ　一般正味財産増減の部
１.経常増減の部
（１）経常収益
　①受取補助金等

山梨県補助金 28,248,000 23,451,000 4,797,000
山梨中央銀行負担金 1,000,000 △ 1,000,000
山梨中央銀行負担金 前年繰越額 967,928 0 967,928

　②雑収入 5,000 0 5,000 預金利息
経常収益計 29,220,928 24,451,000 4,769,928

（２）経常費用
　①事業費支出

法定福利費 57,900 0 57,900 事務局⾧、局員労災保険
官民連携促進事業費 8,107,000 706,000 7,401,000
調査・研究事業費 4,127,000 4,268,000 △ 141,000
情報発信事業費 196,000 1,768,000 △ 1,572,000 HP保守

　②管理費支出
役員報酬・賞与 7,056,000 6,347,000 709,000 理事⾧、監事報酬
法定福利費 773,000 695,000 78,000 理事⾧社会保険
旅費 596,000 672,000 △ 76,000
使用料及び賃借料 5,111,000 4,646,000 465,000
通信運搬費 642,000 492,000 150,000
支払手数料 36,000 44,000 △ 8,000
消耗品費 800,000 1,692,000 △ 892,000
水道光熱費 422,100 470,000 △ 47,900
報償費 180,000 385,000 △ 205,000 顧問税理士
燃料費 144,000 240,000 △ 96,000 ガソリン代
租税公課 71,000 0 71,000 法人住民税
備品購入費 0 1,026,000 △ 1,026,000 事務机・椅子等
経常費用計 28,319,000 23,451,000 4,868,000
当期経常増減額 901,928 1,000,000 △ 98,072

２.経常外増減の部
　（１）経常外収益 0 0 0
　（２）経常外費用 0 0 0

備品除却損 0 0 0
雑損失 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0
一般正味財産期首残高 0 0 0
一般正味財産期末残高 0 0 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 0 0 0

　　　　　　　　　　　2026年4月1日から2027年3月31日まで

科目
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2026年4月1日から2027年3月31日まで (単位:円)
予算額 官民連携促進事業費 調査・研究事業費 情報発信事業費 法人会計 前年度予算額 増減 備考

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１.経常増減の部
（１）経常収益
　①受取補助金等

山梨県補助金 28,248,000 8,107,000 4,127,000 196,000 15,818,000 23,451,000 4,797,000
山梨中央銀行負担金 0 0 0 0 0 1,000,000 △ 1,000,000
山梨中央銀行負担金　前年繰越額 967,928 0 0 0 833,153 0 967,928

　②雑収入 5,000 0 0 0 5,000 0 5,000 預金利息等

経常収益計 29,220,928 8,107,000 4,127,000 196,000 16,656,153 24,451,000 4,769,928
（２）経常費用
　①事業費支出

法定福利費 57,900 0 0 0 57,900 0 57,900 事務局⾧労災保険料

委託料 8,870,000 4,685,000 3,989,000 196,000 0 6,036,000 2,834,000
コミュニティ形成業務にかかる委託料、
社会的インパクト評価調査業務委託
料、HPサーバ利用料

補助金 3,000,000 3,000,000 0 0 0 0 3,000,000 実証実験に対する補助金

報酬 264,000 264,000 0 0 0 457,000 △ 193,000 審査委員会委員報酬

旅費 107,000 107,000 0 0 0 218,000 △ 111,000 審査委員会委員旅費

使用料及び賃借料 51,000 51,000 0 0 0 31,000 20,000 審査委員会会場費

負担金 138,000 0 138,000 0 0 0 138,000 視察料

　②管理費支出
役員報酬・賞与 7,056,000 0 0 0 7,056,000 6,347,000 709,000 理事⾧報酬、監事報酬

法定福利費 773,000 0 0 0 773,000 695,000 78,000 理事⾧社会保険料、民間保険料

旅費 596,000 0 0 0 596,000 672,000 △ 76,000
使用料及び賃借料 5,111,000 0 0 0 5,111,000 4,646,000 465,000 家賃、PC・電話・公用車リース代

通信運搬費 642,000 0 0 0 642,000 492,000 150,000
支払手数料 36,000 0 0 0 36,000 44,000 △ 8,000
消耗品費 800,000 0 0 0 800,000 1,692,000 △ 892,000
水道光熱費 422,100 0 0 0 422,100 470,000 △ 47,900
報償費 180,000 0 0 0 180,000 385,000 △ 205,000 顧問税理士

燃料費 144,000 0 0 0 144,000 240,000 △ 96,000 公用車ガソリン代

租税公課 71,000 0 0 0 71,000 0 71,000 法人住民税(中銀負担金から支出)

備品購入費 0 0 0 0 0 1,026,000 △ 1,026,000 事務机・椅子等

経常費用計 28,319,000 8,107,000 4,127,000 196,000 15,889,000 23,451,000 4,868,000
当期経常増減額 901,928 0 0 0 767,153 1,000,000 △ 98,072

科目
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予算額 官民連携促進事業費 調査・研究事業費 情報発信事業費 法人会計 前年度予算額 増減 備考科目

２.経常外増減の部
　（１）経常外収益 0 0 0 0 0 0 0
　（２）経常外費用 0 0 0 0 0 0 0

備品除却損 0 0 0 0 0 0 0
雑損失 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0
一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0
一般正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0
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